
⼈⼝動向と社会保障への影響
2018.10.22 加藤久和（明治⼤学）

「北区基本計画2015」及び「北区経営改⾰プラン2015」
の改定のための検討会



少⼦⾼齢・⼈⼝減少社会の課題

経済成⻑と労働市場
⇒労働⼒⼈⼝の減少、貯蓄率低下、技術進歩の鈍化、第四次産業⾰命etc.

社会保障制度
⇒社会保障給付の増⼤、財源の確保、世代間公平性、格差問題etc.

社会的多様性
⇒コミュニティの維持、社会的活⼒の減退、ダイバーシティの確保etc.

地域・都市構造
⇒⼀極集中、地⽅の⾼齢化、コンパクトシティ、農林⽔産業の維持etc.

家族のありよう
⇒単⾝化、未婚化社会、伝統的家族規範の変貌etc.
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1. ⼈⼝減少・超⾼齢社会と少⼦化問題
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• 1920年（第1回国勢調査）の総⼈⼝は5,596万⼈、1945年の総⼈⼝は7,215万⼈。さらに1967年には1億20万⼈と1億⼈を超えた。
• ⽇本の総⼈⼝のピークは、2008年12⽉の1億2,810万⼈であった。
• 2015年の総⼈⼝（国勢調査）は1億2,710万⼈。この5年間で約96.3万⼈の減少。この96.3万⼈はおよそ和歌⼭県の⼈⼝（96.4万

⼈）に相当。また、2017年の総⼈⼝（⼈⼝推計）は1億2,671万⼈、2年間で約69.3万⼈の減少。
• なお速報ベースであるが、2018年9⽉の総⼈⼝は1億2,642万⼈で2017年9⽉⽐で△26万⼈減少。
• また⼈⼝動態統計の年計推計によると、2017年の⾃然減（出⽣数－死亡数）は△39.4万⼈。（2017年の出⽣数は94.6万⼈）

5

総⼈⼝の推移と⼈⼝減少社会の深まり
1.1 ⼈⼝減少と超⾼齢化社会の到来
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将来⼈⼝推計（2017年推計）

出⽣率（TFR）の仮定は1.44（前回は1.35）
1995年⽣まれの⽣涯未婚率は18.8％（前回は20.1％）
平均寿命は男84.95年、⼥91.35年（2015年は男80.79年、⼥87.05年）
2065年の総⼈⼝（外国⼈含む）は8,808万⼈（前回は2060年に8,674万⼈）
2065年の65歳以上⼈⼝の割合は38.4％、また75歳以上⼈⼝の割合は25.5％

⼈⼝ピラミッド（2015年、2065年）

1.1 ⼈⼝減少と超⾼齢化社会の到来



⾼齢化の深化

7出所：リンダグラットン、第1回「⼈⽣100年時代構想会議」資料

⼈⽣100年時代

1.1 ⼈⼝減少と超⾼齢化社会の到来
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1.1 ⼈⼝減少と超⾼齢化社会の到来



財政制度等審議会財政制度分科会資料
（2018年4⽉11⽇）
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出所：財務省財政制度審議会資料（2018年4⽉11⽇）

1.1 ⼈⼝減少と超⾼齢化社会の到来



国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝
（平成30（2018）年推計）」

1.1 ⼈⼝減少と超⾼齢化社会の到来
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2045年までに⼈⼝が減る市町村・増える市町村
1.1 ⼈⼝減少と超⾼齢化社会の到来
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外国⼈⼈⼝・労働者数の推移
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2017年の外国⼈⼈⼝（在留外国⼈数）は
256.2万⼈、総⼈⼝の2.02％となっている。

厚⽣労働省：「外国⼈雇⽤状況」

2017年の外国⼈労働者数は128万⼈

1.1 ⼈⼝減少と超⾼齢化社会の到来



• 1967年以前では合計特殊出⽣率は置換え⽔準を超えており、
将来の⼈⼝増加が⾒込まれていた。

• 1975年以降は継続的に⼈⼝の置換⽔準を合計特殊出⽣率が下
回り、将来的には⼈⼝減少がもたらされることになる。

• 出⽣率低下が⼀般に認識され始めた1980年代後半よりも10年
以上前、現在からすれば35年前から、実際に少⼦化が⽣じて
いたことになる。
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出⽣の動向

参考：1880年88.3万⼈、1890年114.5万⼈
1947年268.1万⼈（団塊の世代）

100万⼈を割った出⽣数

参考：合計特殊出⽣率…⼥性が⼀⽣のうちに持つ⼦どもの数の⽬安。
2.07であると現在の⼈⼝を維持できる。

1.2 少⼦化問題とその背景
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諸外国の出⽣率の推移

好調だったフランスの出⽣率はやや低下気味*。⼀⽅、ドイツ
は移⺠の増加によって出⽣率は上向きになっている。

⽇本とタイの出⽣率はほぼ同じレベル。台湾、韓国は
⽇本と⽐べても低い⽔準にある。

*オランド前政権、マクロン政権下で⾏われている⼦育て政策の予算削減がその原因という指摘もある。

1.2 少⼦化問題とその背景
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少⼦化の要因
1.結婚⾏動の変化：晩婚化
• ⼥性の初婚年齢：1980年25.2歳⇒2000年27.0歳

⇒2015年29.4歳（2017年29.4歳）
• 25〜29歳未婚⼥性の割合：1980年24.0％⇒2000

年54.0％⇒2010年60.3％⇒2015年61.0％
• 30〜34歳未婚⼥性の割合：2015年33.7％
• ⽣涯未婚率（50歳時点の未婚者の⽐率）：1990年

男性5.6％、⼥性4.3％⇒2015年男性23.4％、⼥
性14.1％

2.社会経済の環境変化
(1)⼦どもを持つことのコストの上昇
(2)⼥性の働き⽅の変化に伴う、出産と育児の両⽴を
可能とする社会システム・制度の不備
(3)結婚や出⽣などに対する価値観の変化
(4)若年層を中⼼とした雇⽤情勢の悪化

出所：内閣府「経済財政⽩書2003年度版」

1.2 少⼦化問題とその背景



⼥性の社会進出と出⽣率

出所：内閣府「少⼦化社会⽩書」（2005年度版） 出所：加藤・中野(2015)「少⼦化対策と出⽣動向に関する将来シミュレーション」（未定稿）

データ：総務省統計局「国勢調査」、厚⽣労働省「⼈⼝動態統計」

TFR=3.44-0.05×労働⼒率(%)+0.000384×労働⼒率(%)^2
(21.3)(-9.73)                 (8.69)                      

⽇本

26ヶ国
GDI: A composite 
measure reflecting 
disparity in human 
development
achievements 
between women and 
men in three 
dimensions—health, 
education and living 
standards.
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TFR=0.525+1.563☓就業率
(2.7)   (5.2)

1.2 少⼦化問題とその背景
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少⼦化対策と出⽣率 社会⽀出の対GDP比

• 現物給付の対GDP⽐率が⾼い国ほど出⽣率は⾼いことがわかる。統計的
な分析の結果から、現物給付の対GDP⽐率が1％上昇すると、合計特殊
出⽣率は0.16程度⾼まる（5％有意）。

• 現⾦給付については統計的に有意な結果が得られなかった。

• 少⼦化対策に有効なのは現物給付であって、現⾦給付は有効ではない。
すなわち、⼦ども⼿当てを充実させるよりも待機児童の解消などの育児
環境整備を⾏うほうが少⼦化対策としては望ましい。

1.2 少⼦化問題とその背景



市区町村別出⽣率と少⼦化対策

出所：加藤久和(2017)「市区町村別にみた出⽣率格差とその要因に関する分析」（フィナンシャルレビュー第131号）

前提：
• 厚⽣労働省「⼈⼝動態統計特殊報告 ⼈⼝動態保健所・市区町村別統計」→ベイズ推定
• 1893の市町村（2008〜2012年度）

1.2 少⼦化問題とその背景
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⼈⼝移動の動向

20

近年、再び⼈⼝移動は活発化の兆しを⾒せている。

1.3 ⼈⼝移動とその課題



21資料：まち・ひと・しごと創⽣会議（第15回）

1.3 ⼈⼝移動とその課題



⼈⼝移動と少⼦化問題

極点社会の論理

⽇本創成会議「ストップ少⼦化・地⽅元気戦略」

都道府県別出⽣率（TFR、2017年）

1.3 ⼈⼝移動とその課題
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⼈⼝移動と有効求⼈倍率の関係

23

1.3 ⼈⼝移動とその課題



2010〜2040年にかけて「20〜39歳⼥性⼈⼝」が減少する⾃治体

⼈⼝移動が収束するケース
（社⼈研推計（2013））

⼈⼝移動が収束しないケース

⽇本創成会議での試算
「国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所（社⼈研）が公表している「⽇本の地域別将来⼈⼝（平成25
年３⽉推計）」は、⼈⼝移動率が将来的には⼀定程度に収束することを前提としている。地域間
の⼈⼝移動が将来も収束しないと仮定して独⾃に推計してみると、若年⼥性⼈⼝が2040年に５
割以上減少する市町村は869（全体の49.8％）に達し、そのうち⼈⼝１万⼈未満は523（全体の
29.1％）にのぼる結果となる。

1.3 ⼈⼝移動とその課題
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東京圏への集中

25

1.3 ⼈⼝移動とその課題



東京⼀極集中の是⾮と拠点都市

• 集積の経済と混雑による⾮効率のトレー
ドオフ。混雑現象の⼀つが出⽣率の低さ。

• 東京には混雑現象のデメリットを上回る
集積の経済のメリットがある

• 効率的な（集積の経済のある）都市づく
りも⽋かせない＋⼈⼝減少

➡ 地⽅での拠点都市構想

「集積の経済」のメリット
⼈⼝移動では⼀⼈勝ちの東京圏（雇⽤、教育

等） 国際⾦融都市、2020年東京オリンピック
・パラリンピック

⼦育てしやすい東京へ
出⽣率は都道府県でワースト1
⻑い通勤時間、⾼い未婚率

東京の強さを削ぐことではなく、地⽅を強くする
ことがポイントである。

1.3 ⼈⼝移動とその課題
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連携中枢都市圏
地域において、相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連
携し、コンパクト化とネットワーク化により、⼈⼝減少・少⼦⾼齢社
会においても⼀定の圏域⼈⼝を有し活⼒ある社会経済を維持するため
の拠点を形成
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地⽅創⽣の課題

地⽅創⽣・活性化のためには

すべては「⼈材」から
必要条件は「雇⽤創出・⽣活満
⾜」
新しい「価値観の創造」
（東京にないものは何か）
「⾼学歴・20-39歳⼥性」の活⽤
⾏政・バラマキからの決別

30年後を⾒据えた地域づくり

⾃治体間の連携／広域⾏政と役割
分担
都道府県・市町村という枠組みの
再考
拠点都市への集積⽀援
（選択と集中）
コンパクト化とネットワーク化
“マイナスサム・ゲーム”の時代：
すべての市町村は⽣き残れない。
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2. 社会保障及び財政の現状と課題
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出所：財務省財政制度審議会資料（2018年10⽉9⽇）

2.1 社会保障財政の現状と課題
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平成30年度⼀般会計予算

資料：財務省「平成30年度予算政府案」

2.1 社会保障財政の現状と課題
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出所：財務省財政制度審議会資料（2018年10⽉9⽇）

2.1 社会保障財政の現状と課題
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急増する社会保障給付

2016年度の社会保障給付費総額は116.9兆億円、GDP⽐
率でみると21.7％であった。

出所：財務省財政制度審議会資料（2018年10⽉9⽇）

2.1 社会保障財政の現状と課題

世代間格差
の元凶



34出所：財務省財政制度審議会資料（2018年10⽉9⽇）

2.1 社会保障財政の現状と課題



35経済財政諮問会議（2018.5.21）「2040年を⾒据えた社会保障の将来⾒通し」

2.1 社会保障財政の現状と課題



国⺠医療費の推移

1995-2005年の年平均増加
率は2.1％、2005-2015年は
2.5％と増加率は次第に上昇。

近年、毎年ほぼ1兆円
ベースで増加。

1994年に20万円、2011年
に30万円を超えた。

対GDP⽐は2002年に6％、
2009年に7％を超え、8％
超えも間近とみられる。
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2.1 社会保障財政の現状と課題
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2.1 社会保障財政の現状と課題

財政制度等審議会財政制度分科会資料（2018年10⽉9⽇）



医療費の増加と⾼齢化の寄与

出所：財務省財政制度審議会資料

2.1 社会保障財政の現状と課題
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2.1 社会保障財政の現状と課題

財政制度等審議会財政制度分科会資料（2018年10⽉9⽇）



40
財政制度等審議会財政制度分科会資料（2018年9⽉7⽇）

2.2 財政の現状と課題



・債務残⾼の増加要因：90年代は公共事業関係費の
増加と減税、近年では社会保障関係費の増加
⇒⾼齢化に伴う社会保障関係費の増加と政府債務の増
加を⾒直す必要性

41
資料：財務省「⽇本の財政関係資料」（平成30年3⽉）

債務残⾼の国際⽐較（対GDP⽐）

⽇本の2018年末の⻑期債務対GDP⽐は225.5％。
（OECD 「Economic Outlook 103」）

出所：財務省財政制度審議会資料（2018年9⽉7⽇）

2.2 財政の現状と課題
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財政制度等審議会財政制度分科会資料（2018年10⽉9⽇）2.2 財政の現状と課題



43

2.2 財政の現状と課題 財政制度等審議会財政制度分科会資料（2018年10⽉9⽇）
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2.2 財政の現状と課題

財政制度等審議会財政制度分科会資料（2018年10⽉9⽇）
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内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」（2018年7⽉9⽇）
基礎的財政収⽀（PB）⾚字は、2019年度予算に歳出改⾰を⼀部反映したことから、成⻑実現ケースにおいて、
2025年度は0.3％（2.4兆円）まで改善。その場合でも、⿊字化の時期は2027年度（前回試算と同じ）。
公債等残⾼対ＧＤＰ⽐は、成⻑実現ケースでは、今後、低下が⾒込まれる。⼀⽅で、ベースラインケースでは
2020年代半ば以降、下げ⽌まる。
財政収⽀⾚字対ＧＤＰ⽐については、成⻑実現ケースにおいて、当⾯はPBの改善と低⾦利の効果により改善する
ものの⾦利の上昇により、徐々に改善ペースは緩やかになっていく。

2.2 財政の現状と課題
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資料：財務省HP付加価値税率は低いまま？

2.2 財政の現状と課題



広がる世代間格差

47

注：島澤諭⽒（中部圏社会経済研究所）による試算
出所：週刊ダイヤモンド 2016.2.20号

鈴⽊ 亘、増島 稔、⽩⽯ 浩介、森重 彰浩(2012)「社会保障を通じた世代別の受益
と負担」、ESRI Discussion Paper Series No.281

2.2 財政の現状と課題



⾼齢者の論理・若者の⾔い分

⼆つの世代間格差
①⾼齢層に⽐べ若年層に重たい負担（税や社会保障）
②⾼齢層と⽐べ恵まれない若年層（経済成⻑、雇⽤）
なぜ若年層が負担しなければならないのか？（若者から）
①応益原則からすると、便益が得られない若者が負担をするのは納得できない。
②応能原則からすると、所得が低迷し雇⽤も不安定な若者が裕福な⾼齢者を⽀え

るのはおかしい。
⾼齢者からの反論
①先代の苦労に感謝し、今の⽇本の礎を築いてくれた先輩世代に敬意を表し、少

しくらいの負担をするのは当然だ。
②我々も先の世代に対してさまざまな負担をしてきた。
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2.2 財政の現状と課題



平成29年6⽉30⽇付け⽇本経済新聞朝刊より 49

2.3 社会保障改⾰の⽅向性



財政制度等審議会財政制度分科会資料（2018年4⽉11⽇） 50

2.3 社会保障改⾰の⽅向性



財政制度等審議会財政制度分科会資料（2018年4⽉11⽇） 51

2.3 社会保障改⾰の⽅向性
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2.3 社会保障改⾰の⽅向性



マクロ経済スライドとその課題

53

デフレ下のマクロ経済スライド
の必要性

・デフレであっても現役世代の⼈⼝
減や平均寿命の伸⻑は⽌まらない。
マクロ経済スライドは単に名⽬上で
給付を抑えるだけではなく、“実質
的”に給付を抑制する仕組み。もしマ
クロ経済スライドを発動しないと、
相対的に年⾦受給額が現役世代の⼿
取り額よりも⾼くなり、世代間格差
をさらにもたらす可能性がある。

・2018年4⽉からのキャリーオー
バーは、⼀気に⾼齢者の年⾦給付額
を減少させる可能性があり、消費の
平準化の観点からも好ましくない。
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⾼所得者の年⾦給付の⾒直し

カナダの⽼齢保障年⾦（ＯＡＳ）は、全額税財源により⽀給される年⾦制度。受給者のうち、総所得額が⼀定額
（⽉額5,639カナダドル（約47.4万円））を超える場合は、総所得額のうち当該基準額を超える部分の額の
15％に相当する額を税として国に払い戻す制度があり、クロ―バックと呼ばれている。

カナダ：クローバック制

わが国の場合の課題：保険料⽅式による約束分をどうするか？

所得の捕捉の必要性
➔マイナンバーの活⽤
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⽀給開始年齢引き上げ
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⺠間活⽤
年⾦・医療の⺠間代替、積⽴型貯蓄⼝座等の活⽤

新しいターゲッティングの考え⽅
効率的かつ必要とする給付者に給付。
普遍的な社会保険の⾒直し

資産・所得の捕捉
マイナンバー（社会保障・税番号）制度の充実

制度の統⼀
働き⽅によらない仕組み、効率的でシンプルな制度

⾃⼰負担拡⼤
モラルハザードの排除

選択と集中：具体的課題
⾼齢化（⾼齢者⼈⼝増加）は、今後の社会保障⽀出
をさらに増加させる。社会保障⽀出の増加は経済成
⻑に負の影響を及ぼす。また、財政収⽀についても
⾚字化の主要因となっている。

⼀⽅、社会保障制度は不可⽋な社会システムであり、
単純に削減すればいいものではない。今後は、普遍
的な仕組みから「必要な⼈に適切に再分配を⾏う」
仕組みに再構築する必要がある。

1）年⾦：基礎年⾦財源の租税化（ベーシック・イン
カム化）と資産・所得による対象者の限定、給付開始
年齢引き上げ、⺠間年⾦による補完の充実 等

2）医療・介護：⾼額療養費制度の充実（ビッグ・リ
スクへの対応）と軽症者の負担増加・免責制の導⼊、
フリー・アクセスの⾒直し、保険者機能の強化（管理
競争の導⼊等）、介護の対象者の⾒直し、診療報酬制
度の地域差の導⼊

基本的な⽅向 社会保障制度
持続可能な財政・社会保障制度を⽬指して
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将来の経済社会を読み解くための課題

⼈⼝減少・
超⾼齢社会

⻑期の課題

持続的な経済成⻑は可能か？
労働⼒不⾜に対応できるのか？
財政は破綻しないか？
年⾦・医療など社会保障制度は維持できるか？
地⽅の消滅は回避できるか？

デフレから脱却できたのか？
なぜ経済成⻑・賃⾦の上昇率は鈍化したのか？
ここまで累積した政府債務は暴落しないのか？
少⼦化対策は効果があるのか？
東京⼀極集中は⽌まらないのか？

現状の課題

持続可能な経済社会
の構築に向けて

グローバル化
Society5.0
マルチステージ社会
第四次産業⾰命／AI

参考



ご清聴ありがとうございました。
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